2015年度現業公企部門に関わる制度政策要求の取り組みについての解説
学校給食に関わる制度政策要求について
【要　求】
	１．大規模食中毒や重大な給食事故を防止するため、施設設備の改善を含む衛生管理体制と危機管理体制の整備・構築をはかるとともに、安全な給食提供を確実に実践するための人員を確保すること。また、給食従事者をはじめ全関係職員を対象とした研修会、講習会の実施と内容の充実をはかるとともに、受講対象者への周知徹底と制度の整備をはかること。

２．食育推進計画策定（改訂計画を含む）の進捗状況を明らかにするとともに、国の「食育推進計画に基づき、専門調理師や調理師等を食育関係事業の重要な担い手として位置づけ有効活用することを明記すること。また、これら資格を有する給食調理員の活用と位置づけを明確にし、学校における食育推進を具体的に進めること。

３．災害発生時に自治体職員として非常参集した際の具体的な役割、職務についての明確化をはかるとともに、業務マニュアル等を策定すること。また、災害時の調理場の活用について明確にし、施設設備の整備・充実をはかること。


【解　説】
〈１．学校給食の衛生管理及び危機管理について〉
・　学校給食における大規模食中毒や児童・生徒の命に係わる重大な給食事故が全国的に発生し、関連報道があとを絶ちません。道内においてもノロウィルスなどによる感染型食中毒、学校給食の誤嚥による死亡事故、アレルギー対応食の誤配・誤食、異物混入等の給食事故が多発しており、衛生管理体制と危機管理体制の整備、関係職員への周知徹底が強く求められています。

　2014年３月の文部科学省「学校給食における食物アレルギー対応について（通知）」（※１）のなかでは、学校現場での食物アレルギー対応に関わる給食施設・設備面、人員配置や研修体制の充実についても触れられており、施設設備の早急な改善・改修、人員を含めた安全管理体制の整備についても強く求めていくことが重要です。

・　道本部が道に対して行った「道政への要求と提言」では、「道として児童・生徒の命に関わる重大な給食事故の防止に向けては、すべての職員が自らの役割を認識するとともに、事故発生時には相互に連携し、適切に対応していくことが重要であると考えている。また、道教委では事故の未然防止や事故発生時の迅速かつ適切な対応のため、学校における危機管理の手引（※２）のなかで食物アレルギー、学校給食による食中毒、窒息時の対応についての各職員の役割を含め具体的な危機管理の方法等を掲載し、危機管理体制の確立をはかるよう指導・助言するとともに、今後予定している給食従事者に対する各種研修会、講習会において衛生管理や調理技術の向上など更なる指導・助言をしてまいる。」と回答しています。各自治体においても、学校管理者は今後もこのような研修会への調理従事者をはじめ、学校給食関係者のさらなる参加拡大をはかり、意識の総体的な向上をはかるよう求めていく必要があります。

・　学校給食における衛生管理の再点検として、道と保健所が2011年に行った道内の学校給食施設の立入調査と指導による点検の結果、施設・設備の改修等で予算措置が必要なものについては改善計画書の提出を指示し、改善がはかられるまでの代替措置の指導を行うこととしていますが、いまだ十分な対応が行われている状況とはいえません。自治体において施設改修に係わる経費の財政措置を要望し、さらなる調査と衛生管理の徹底に向けた早急な対策が必要です。
	

	※１【今後の学校給食における食物アレルギー対応について】
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今後の学校給食における食物アレルギー対応について（通知）

　食物アレルギー等のある児童生徒に対しては、文部科学省監修の下、平成20年に公益財団法人日本学校保健会が発行した「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に基づく対応をお願いしているところです。

　平成24年12月に、食物アレルギーを有する児童が、学校給食終了後にアナフィラキシーショックの疑いにより亡くなるという事故の発生を受けて、文部科学省では、平成25年５月に「学校給食における食物アレルギー対応に関する調査研究協力者会議」を設置し、学校給食における食物アレルギー対応の充実方策について、総合的・専門的な観点から検討を依頼し、本年３月、別添１のとおり、報告書を取りまとめていただきました。

　本報告書では、学校給食における食物アレルギー対応に関して、「ガイドライン」に基づく対応の徹底が必要不可欠であると、改めて確認されるとともに、今後の改善・充実方策等について具体的に提案されました。

　文部科学省としては、本報告書を踏まえ、今後さらに施策の充実に取り組むこととしており、貴職におかれましても、別添１、２を参考にしながら、下記について、御対応いただくようお願いします。

　また、各都道府県教育委員会においては、域内の市区町村教育委員会並びに所管の学校及び学校給食施設に対し、各都道府県知事においては、所管の学校法人等に対し、この趣旨について、周知を図っていただくとともに、適切な対応がなされるよう御指導をお願いします。

　なお、文部科学省では、各自治体等における取組状況について、今後、継続的な把握に努めることとしておりますので御協力をお願いいたします。

記

１　学校給食における食物アレルギー対応の基本的な考え方

(1) 学校給食における食物アレルギー対応においては、「ガイドライン」や学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）（以下「管理指導表」という。）に基づく対応が重要であること。このため、「ガイドライン」の周知を図るとともに、その徹底のための措置を講じる必要があること。

(2) 「ガイドライン」の内容に関する周知徹底や適切な緊急時対応を行うことができるよう、教職員等に対する研修の充実を図る必要があり、役割に応じた研修会の実施や研修時間の確保が重要であること。

(3) 給食提供における事故防止の徹底のため、アレルギー対応を踏まえた献立作成の配慮や給食の各段階におけるチェック機能を強化し、継続的に改善する取組が必要であること。

(4) 緊急時対応の充実を図るため、積極的なアドレナリン自己注射薬（「エピペン（登録商標） 」）の使用を促すための措置を講じるとともに、学校の状況に応じた危機管理マニュアルの整備が不可欠であること。

(5) 教育関係者のみならず、医療関係者、消防機関等の幅広い関係者が共通認識を持って食物アレルギー対応に当たることが重要であり、関係者間、関係機関間の連携体制の構築等に努めるべきこと。特に、小規模の市町村や学校等において、地域の医療機関等との連携が困難な地域に対しては、各都道府県教育委員会において、広域的な連携体制の構築を進めるなど、必要な支援を行うべきこと。 

２　都道府県・市区町村教育委員会における対応

(1) 学校におけるアレルギー対応についての方向性の明示

１）学校における食物アレルギー対応については、「ガイドライン」や「管理指導表」を活用しながら、関係者が共通認識を持って対応に当たることが重要であることについて教育委員会内の共通理解のもとに、その推進を図ること。

２）学校関係者、医療関係者、消防機関等の関係者と定期的に協議の場を設け、管内の学校の調理場等の施設整備や人員配置、また、アレルギーのある児童生徒の情報について、関係者間で共有しながら、具体的なアレルギー対応について、一定の指針を示すこと。

(2) アレルギー対策の研修会の充実

１）アレルギー対策の研修会等について、一定の質を確保しつつ、管理職や教諭、養護教諭、栄養教諭、調理員、その他給食関係者など、職種に関わらず、全教職員がアレルギー対応について学ぶ機会を提供すること。また、これらの取組に継続性を持たせるため、管理職研修や危機管理研修に位置付けるなどの工夫をすること。

２）学校単位での校内研修の実施を進めるとともに、それら研修会への講師派遣等について協力すること。

(3) その他

１）アレルギー対応の充実のために、効果的な給食管理の在り方や、調理場の整備（施設整備や人員等）、栄養教諭の配置拡大の方策等について検討すること。

※国立学校、私立学校においては、各設置者の判断により、必要に応じて、上に掲げる公立学校における対応内容に準じて取り扱うものとすること。

３　学校における対応

(1) 学校におけるアレルギー対応の体制整備について

１）学校での管理を求めるアレルギーの児童生徒に対しては、「ガイドライン」に基づき、学校生活管理指導表の提出を必須にするという前提のもと、管理職を中心に、校内の施設整備や人員配置を踏まえ、具体的なアレルギー対応について一定の方針を定めること。

２）校内のアレルギー対応に当たっては、特定の職員に任せずに、校内委員会を設けて組織的に対応すること。具体的には、

・児童生徒ごとの個別対応プランの作成

・症状の重い児童生徒に対する支援の重点化

などの取組を図ること。

３）給食提供においては、安全性を最優先とする考え方のもと、

・献立作成から配膳までの各段階において、複数の目によるチェック機能の強化

・食物アレルギー対応を踏まえた献立内容の工夫

・食材の原材料表示

・誰が見ても分かりやすい献立表の作成

などの実施に努めること。

(2) 緊急時の体制整備について

１）学校の状況に応じた実践可能なマニュアル等を整備する。その際には、例えば、既存の危機管理マニュアル等について、アレルギー対応の観点から見直すなどの取組も考えられる。

２）緊急時対応に備えた校内研修の充実が必要であり、

・「エピペン（登録商標）」の法的解釈や取扱いについての研修

・教職員誰もが「エピペン（登録商標）」使用を含めた緊急時対応のための実践的な訓練などに取り組むこと。

(3) 保護者との連携について

１）特に入学前においては、入学後に学校における適切なアレルギー対応ができるよう、学校や調理場の現状を保護者に理解してもらうとともに、食物アレルギー対応に関して、保護者からの十分な情報提供を求めること。

２）食物アレルギーの児童生徒の保護者に対しては、専門の医療機関に関する情報や、アレルギー対応に関する資料を紹介するなど、必要に応じてケアを行うこと。

(4) その他

１）児童生徒の発達段階を踏まえた上で、食物アレルギーに関する指導に取り組むこと。

	


	

	※２【学校における危機管理の手引】
　北海道教育委員会が2007年度に学校における様々な危機を想定し作成。2010年に見直しをはかり更に2011年３月11日に発生した東日本大震災を教訓とし、学校が様々な危機に際して迅速かつ的確な対応をとることができるよう、地震や津波等の自然災害を中心に再度見直しを図り、2013年３月に改訂２版を作成。各学校において教職員の危機管理意識を高め危機管理体制の確立に努めることや、様々な危機発生に備え、日頃から教育委員会、家庭、地域の関係機関・団体等と連携し、保護者や地域住民に対して危機管理への理解と協力を求めて学校の安全確保に努めるよう促しています。

	


〈２．食育推進計画の推進について〉

・　2005年７月15日に「食育基本法」が施行され、2011年には新たに第２次食育推進基本計画が策定になり、各自治体における「食育推進計画」の策定が求められてきました。道においても2005年に『北海道食育推進計画どさんこ食育推進プラン』（※３）が策定されるとともに、各保健・医療・産業振興・教育などの様々な団体で構成されたネットワークを構築し、各振興局を軸として取り組みを進めてきています。しかしながら、各自治体における食育推進計画の策定状況は、いまだに着手していない自治体もあり、取り組み状況に格差が生じています。自治体における食育を推進するにあたっては、学校給食による子供たちの指導を足がかりとして地域へ波及させていくための実現可能な推進計画の策定が必要です。

	

	※３【どさんこ食育推進プラン】

　北海道では、2005年12月に「北海道食育推進行動計画」を、さらに平成21年12月に「どさんこ食育推進プラン」（北海道食育推進計画【第２次】）を策定し、本道の食育を総合的に推進してきました。

　この中で、道民の食育への関心を高め、各地で食育の取組を進める一方で、市町村の食育推進計画作成の伸び悩みや、道民の肥満の割合や児童生徒の朝食欠食割合が全国平均に比べ高いなど、意識と実態が必ずしも一致しない状況が見られることから、新たに「どさんこ食育推進プラン」(北海道食育推進計画【第３次】）を策定しました。

　食育に関する一層の周知をはかるとともに、実践を促していくことが必要と考え、食育の意義、大切さを改めて考え、関係の機関、団体を含め、道民と役割を分担しながら、効果的な食育の取組を推進することとしています。

	


・　内閣府の第２次食育推進基本計画の中では、教育現場などにおける食育の推進には、その中核である栄養職員とともに『専門調理師（※４）・調理技能士』を食育関係事業の重要な担い手として養成し有効活用していくことが盛り込まれています。道においては、新たな『どさんこ食育推進プラン（第３次）』が2014年３月に策定・公表され、食育に関する一層の周知をはかるとともに、さらなる実践を促していくとしています。

　道教育庁では、2014年12月３日付の調理師業務従事者届出についての発出文書で「学校における食育を効果的に推進するため保護者、地域と連携した取り組みなどに専門調理師や調理師、食育推進員の資格を有する学校給食調理員を活用するよう合わせてお願いします。」としています。各自治体において食育推進計画を策定するとともに、学校や各種施設、地域と連携した食育の取り組みを促進するため、専門調理師等の資格を有する給食調理員、自治体職員の多面的な活動推進とその位置づけの明文化を求めます。

	

	【調理師の活用について（2014.12.3道文書）】

教健体第840号
平成26年12月３日

各教育局長　様

学校教育局健康・体育課長

調理師就業届出の実施について（通知）

　このことについて、道保健福祉部健康安全局地域保健課がん対策等担当課長から別添写しのとおり通知がありました。

　ついては、各市町村教育委員会及び関係道立学校に周知するとともに、添付の啓発用チラシを配布内訳により配布願います。

　また、学校における食育を効果的に推進するため、保護者、地域と連携した取組などに専門調理師や調理師、食育推進員の資格を有する学校給食調理員を活用した取組が促進されるよう併せて周知願います。

	


　
	

	※４【専門調理師】

　専門調理師については厚生労働大臣認定として「日本料理」「西洋料理」「麺料理」「すし料理」、「中国料理」「給食用特殊料理」の計６種類があり、また調理師については都道府県知事免許として交付されています。専門調理師は、累計交付数2013年４月現在35,227件となっており、社団法人調理技術技能センターでは、高度な調理技術を生かして地域における食育推進運動のリーダーとして活躍できる専門調理師を養成するために、「専門調理師・調理技能士のための食育推進員認定講座」を開催しています。2013年４月現在2,862名を「専門調理食育推進員」に認定、うち92名を「専門調理食育推進指導員」としています。この名簿を各都道府県に送付し、食育推進活動等における専門調理師の活用を促しています。

	


〈３．災害発生時の役割について〉

・　学校や給食センターの施設は災害発生時において避難所や防災施設となります。しかしながら、道内の各自治体の防災計画においては、自治体職員としての学校給食調理員（教職員）の非常参集時における職務や、交通機関やライフラインが途絶えた状況下での役割、関わり方などが明確にされておらず、また、教職員と地域住民との連携体制も整備されていない状況にあります。

　非常参集時における学校給食調理員の役割が明確になっている他の自治体の事例や取り組み例などを参考としながら自治体における具体的な取り組み、職務・役割の明確化を求めていきます。

　なお、道外ではありますが、東日本大震災の際に避難所の衛生管理や給食施設・設備等を活用した炊き出し、非常食の管理、避難所の開設・設営の補助等を地域住民と協力して行ったなどの事例があります。

学校用務員に関わる制度政策要求について

【要求項目】
	１．学校設備の老朽化により危険箇所における事故が起きていることから早急に調査の上、必要な予算措置を講じ、施設設備の改善をはかること。

２．学校における防犯対策を強化するため、玄関のオートロック化など、施設設備改善を進めるとともに学校用務員について危機管理体制の一員としての役割分担や連絡体制を確立すること。

３．環境教育の一環として、児童・生徒が直接関わることができる学校内での、ごみの減量、資源循環を積極的に進めるとともに、実施にあたっては学校用務員を有効に活用すること。

４．災害時の避難所として機能が求められる校舎に防災備蓄などの施設設備を充実させるとともに、学校現場と地域を熟知する学校用務員の防災体制の位置づけの確立と避難所運営に必要な実務研修制度を充実させること。

５．学校職場における公務災害を撲滅するため、学校用務員の作業に関する安全作業マニュアルの作成や点検を行うとともに、用務員職場と合わせ学校職場全体に関わる安全衛生体制を整備すること。


【解　説】

〈学校施設の危険箇所の改善について〉

・　児童・生徒の校内での事故が増加しています。校舎設備の老朽化、防火扉・シャッターの誤動作による事故や校内において危険箇所としての認識不足による転落事故なども起きています。児童・生徒の安全のためには校舎内の危険箇所の改善が急がれており、速やかに学校施設内の調査・点検・確認を行うとともに、定期的に調査・点検を行う必要があります。そのうえで調査・点検にあたっては学校施設を熟知する学校用務員を交えた調査・点検体制を構築することが重要かつ急務となっています。

　また、危険箇所の改善にあたっては必要な予算措置を求めるとともに、学校用務員をはじめ現場の意見を十分ふまえ、画一的な対応とならないように求めていきます。

〈学校の防犯対策について〉

・　学校用務員も教職員の一員として、児童・生徒を不審者から守るために他の教員や地域と連携して対策に取り組む必要があります。そのためにも必要な施設・設備の改善を急ぐとともに校舎内外・周辺を清掃時に意識的に見回り、学校用務員も学校や地域において不審者対策の危機管理体制に加わり、役割分担や連絡体制を明確にする必要があります。

〈学校での環境問題の推進について〉

・　環境にやさしい「社会保全・資源循環型」の社会をめざし、学校・教育現場において環境教育は将来の資源の有効活用やごみの減量化につながることから重要な取り組みとなります。学校用務員を有効活用し分別・資源化推進して学校からのごみの減量化の促進、分別リサイクルに取り組みます。

〈災害時における学校の役割について〉

・　頻発する自然災害や東日本大震災の経験から、災害時に避難所として学校が果たすべき役割は極めて重要です。不測の事態に備え地域の防災拠点として校舎の耐震化調査・施設改修、防災・災害備蓄、装備品の配備など住民の生命に関わることから早急に見直しをする必要があります。

　また、学校施設を防災拠点として有効に機能させ、初動体制を確立するためには、学校施設を熟知する学校用務員を各自治体の策定する防災計画に位置づけし、役割を明確にする必要があります。そのためにも関係する会議などへの参加、避難所運営に必要な実務研修の実施を求めていく必要があります。

〈学校職場における労働安全衛生について〉

・　用務員職場では、近年、樹木剪定中などの高所作業中に脚立や梯子からの転落事故が発生し、死亡や意識不明重体など重大災害に至っています。用務員の作業実態上、管理監督者がいないことが多いため、自らの安全を守るために危険予知訓練や危険予知活動を推進しなければなりません。

　学校用務員を含む学校職場に安全衛生委員会を設置し、安全作業マニュアルや職場チェクリストの作成、転落防止対策の検討、防護具・転落防止器具の整備のための予算を求める必要があります。

	

	【2014年度北海道教育庁への「要求と提言」に対する回答より】

　学校において、労働安全衛生法の規定に基づく安全衛生管理体制を整備することは、教職員が意欲と使命感を持って教育活動に専念できる適切な労働環境の確保に資するものであり、学校教育全体の質の向上に寄与する観点からも、大切なことと考えている。

　こうしたことから、これまで市町村教育委員会に対しては、平成22年４月に、各学校において衛生委員会の設置に努めるよう、また、平成23年12月に、労働安全衛生管理体制の整備をはかるよう、通知するとともに、全道小中学校長会議において、職務環境の整備、安全衛生の確保に努め、災害防止に関する工夫をするなど、教職員の安全に対する意識の啓発要請を行っているところ。

　なお、市町村立学校においても、労働安全衛生法に基づき、体制を整備することは必要なことであることから、引き続き設置者である市町村教育委員会に対し、様々な機会を通じて働きかけてまいる。

	


環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について
【要　求】

	

	１．自治体財政に影響を与える廃棄物処理施設の延命化事業や交付対象とならない廃棄物施設関連の事業、廃止した焼却炉の解体費などに対する財政措置の拡充を国や道に対して強く要望すること。

２．リサイクル関連法の円滑な運用による資源循環型社会の実現にむけ、国や道にさらなる財政措置を求めること。

３．2013年４月に施行された小型電気電子機器リサイクル制度に基づき、小型家電について可能な限り多くの品目について回収を行うこと。また回収方法の住民周知についてもしっかりと行うこと。

４．アスベストや産業廃棄物、家電などの一般家庭廃棄物の不法投棄対策として独自の監視機関を設置するなどの対策を強化することともにすでに投棄されたものに関しては適正な公的関与を行うこと。

５．廃棄物行政の質的向上をはかるために職員の研修を拡充するとともに、循環型社会形成にむけて児童などに対しての環境教育を推進すること。

６．各法改正に伴う分別収集区分の見直しに対し、行政責任による住民への指導・啓発を強化するとともに、その体制を確立すること。

７．環境維持事業の早急な復旧・復興の観点から災害廃棄物の処理について、広域的な連携を構築するために関係団体などとの調整をはかること。

８．労使共同での安全作業マニュアルの策定を行い、直営、委託を問わず、作業者には作業マニュアルの徹底をすること。また、ダイオキシンのばく露対策を徹底、収集現場での針刺し事故防止の観点から在宅医療廃棄物について適正な処理を検討するなど、清掃職場における安全管理・健康管理に努めること。

	


【解　説】

〈循環型社会形成推進交付金の適用範囲の拡大およびリサイクル関連法の運用の拡大について〉

・　自治体焼却施設におけるダイオキシン抑制対策で、旧施設が廃止とともに新規施設が建設されました。自治体にとって、新設にともなう旧施設の解体については国の財政措置がされたものの、廃止のみでは解体補助がされず莫大な費用を強いられるために未解体のまま放置されています。また、環境整備対策として、施設の周辺の整備や施設の建屋部分、地域住民の環境啓発を主たる目的とした多目的施設、リサイクル施設において稼働する重機類、ダイオキシンの飛散・ばく露防止対策事業や、施設の延命化をはかる基幹事業などへの国による財政支援の拡大も急がれており、自治体としても強く要請を強めていく必要があります。

〈小型家電リサイクル関連について〉

・　制度自体に義務は課されてはいませんが、道内の各自治体において家庭ごみ（資源物を除く）については、ほとんどの自治体において有料収集となっています。そのような中でこの制度が実施されていない、また実施されていても対象品目の全てが実施されていない自治体については、住民サービスという点において不公平感があります。広域事務組合と構成市町村との調整が困難な自治体についても、自治体から道への相談があれば道として調整は可能とのことです。

〈不法投棄の監視および有害物質の処理について〉

・　産業廃棄物などの違法投棄問題への対策として、道は、2010年度に事業者に立入検査、航空機などによる上空からの監視、廃棄物車両に対しての指導、休日夜間のパトロールなどで体制を強化し、不適正処理が多発している５振興局には警察ＯＢを配置しています。アスベスト資材など危険物質の違法投棄など、自治体としても独自の監視体制の拡充が必要であり、違法投棄物の迅速かつ適切な処理が求められます。

〈指導・啓発の体制を確立について〉

・　今後改正が予定されている容器包装リサイクル法や家電リサイクル法の施行に伴い、収集・分別区分の拡大・変更が予想されます。収集区分変更による地域住民への混乱を最小限に止めるため、指導啓発体制を確立し適切な人員配置をする必要があります。

〈資源循環型社会の実現に向けた環境教育について〉

・　循環型社会へ向けた国の取り組みがなされつつありますが、さらなる全体化を進めるためには施設に勤務する従事者への研修・学習をはじめとして、子供たちやその家族なども巻き込んだ環境教育をさらに推進し、意識の拡大を進める必要があります。

〈災害発生時の環境対策について〉

・　災害発生時の廃棄物処理の対応として、道は「北海道地域防災計画」のもとで道内23の広域ブロックごみ処理体制を進めており、2011年４月には災害発生時に国や市町村、広域処理の調整として「北海道産業廃棄物協会」との協定を結び、災害時に備えています。

　2014年３月に改正された国の震災廃棄物対策指針に基づき、自治体としても近隣自治体との協力はもとより広域的な連携の拡大を進め、全道的な防災ネットワークの確立に向けた検討が早急に求められます。

〈ダイオキシンのばく露を防ぐ対策について〉

・　焼却炉などの環境整備施設において、燃焼によるダイオキシンの発生を抑制し、地域の安全を守ることはもちろんですが、施設作業者の安全対策が必要となります。安全防具の着用の徹底など、作業時の安全衛生マニュアルを全体化し、定期的な測定の実施のもとでダイオキシンのばく露を防ぐ必要があります。

〈在宅医療廃棄物の適切な処理について〉

・　高齢化社会の進展に伴い医療機関で行われてきた医療技術が在宅においても実施されるようになりました｡このため､注射器等の医療廃棄物が家庭からも多く排出されるようになり､ごみ収集時の針刺し事故の防止が課題となっています｡またごみステーション方式でごみ収集を行っている自治体で、住民がごみを排出する際の針刺し事故が起こる危険性もはらんでいます。排出する側も､収集する側も混乱なく安全･安心を確保するため、一般廃棄物処理計画への記載や内規等の作成していないなど、適切な処理を行っていない自治体については、早急な対応を行う必要があります。

水道・下水道に関する制度政策要求について

【要　求】

	

	１．経費削減や人員削減を目的とした安易な委託拡大は行わず、直営による事業運営を堅持すること。事業運営の見直しにあたっては、行政としての責任を視点とした検討に合わせ、業務委託によるリスク管理などについて、現在実施されている委託業務を含め十分な検討と検証を行うこと。

２．災害時の対応について、関係法令の遵守を視点に職員の勤務労働条件や健康管理対策などについて事前に協議を行うこと。また、災害対応マニュアルの策定、見直しにあたっては、被害を想定し、対応可能な職員の把握など実効ある危機管理体制を確立すると同時に研修や訓練の充実をはかること。

３．技術系職員の採用を行い、技術の継承のための人材確保と人材育成など必要な対応を行うと同時に中長期的な人事政策を明らかにすること。また、職員の技術継承や人材育成を視点とした人事異動の基本的考え方について、労使間での協議を行うこと。

４．総務省が進める「公営企業会計制度の見直し」に関して、制度変更の対応状況と今後の課題について、議会や住民へ十分な周知・理解をはかること。

５．地方公営企業法における全部適用や財務適用の検討にあたっては、事前に労使協議を行い検討状況について明らかにすること。

６．経営政策を含めた中長期的な事業プランなど事業の方向性や考え方について明らかにすること。

	


【解　説】

〈委託職場の検証について〉

・　公企職場においても民間委託が進められています。財政難によるコスト削減を目的とした安易な委託は行わないよう春闘期から訴えることが重要です。また委託業務についても発注者責任を認識し、住民の生命と財産を守るライフラインの維持がはかられるよう十分に配慮することが必要です。

〈災害時の支援体制の確立について〉

・　災害発生時にはライフラインを早急に復旧させることが求められており、他自治体との連携体制のもとに、支援体制や援助受け入れ体制などの確立を平常時から進める必要があります。また、自治体内部においても災害を想定したマニュアルの検証と改善を行い、訓練体制を再検証することが必要です。

〈技術の継承と適正な人員確保について〉

・　自治体職員の合理化とともに、水道・下水道職場においても豊富な経験を有する職員が減少しています。安全で安定した事業継続のためにも維持管理の実態や施設の現状を把握し、確実に事業を進めることができる職員体制を確保する必要があります。単に外部委託に頼るのではなく、技術職員の採用や再任用職員の活用も含め計画的な採用・配置・異動による技術の継承を求めていきます。

〈地方公営企業法改正における自治体の対応について〉

・　地方公営企業会計制度の見直しでは、資本制度の見直しが2012年度からすでに実施され、法定積立金の積立義務の廃止や資本剰余金の処分制限の廃止、減資制度の導入について変更されました。また、2014年度からは会計基準の変更が行われ借入資本金を負債として計上するなど、施設やサービスが変わっていないにも関わらず、2014年度の決算期以降は財務状況のみが悪化することが想定されます。財務状況の悪化により資金不足比率が上昇することから、地方財政健全化法における健全化判断比率に関する措置として建設改良費などの流動化負債への算入除外や引当金の一部では３年間の算入猶予を設けるなど、経過措置が実施されました。しかしながらバランスシートなどが改善するわけではなく地方公営企業の経営に大きな影響を及ぼすことが危惧されることから、丁寧な議会対応や住民に誤解をあたえない対応が必要です。安易な合理化に繋がらないよう、現時点での「自治体が受ける影響と今後の対応」について当局の考え方を引き出す必要があります。

	

	※【地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律】

　2011年５月に制定され、2012年４月１日より、地方公営企業における資産の一部を議会の議決もしくは条例の制定により処分（利益や資本剰余金の処分、または資本金の減資）可能となります。

　今までは法の義務づけで積み立てられた独自の資産を施設の整備・改築などに充ててきましたが、法改正後には自治体財政に組み入れることが可能となり、中・長期的な安定運用が求められる施設・設備の資金運営に支障が生じる場合がありますので、自治体として十分に検討を重ねる必要があります。なお、自治体が単なる財源確保の手段として安易に措置させないよう、自己資本の造成義務に関する条例の整備が必要であり、法改正に対する自治体及び事業体の理解と対応が求められます。

	


〈地方公営企業法の全部適用について〉

・　地方公営企業法では上水道事業や工業用水道事業等については全部適用（当然適用事業）としており、簡易水道事業や公共下水道事業等については任意適用事業としていますが、総務省では2013年７月から「地方公営企業法の適用に関する研究会」を開催し、法適用範囲の拡大を検討しています。同法の全部適用になることで、その業務に従事する職員には「地方公営企業等の労働関係に関する法律」が適用され、「職員団体」から「労働組合」へと労働法制の適用が広がることとなりメリットもある一方で、会計制度の移行による業務量の増大・著しい料金値上げ・過度な人件費の抑制など様々なデメリットも懸念されます。法適用については、公企労働者の賃金、労働条件や、事業の存続に深く関わるため、当局に検討の状況を明らかにさせ、積極的に協議を行っていく必要があります。

〈地域水道ビジョンについて〉

・　2013年３月に厚生労働省から新水道ビジョンが発表され、50年、100年後の将来を見据えた水道の理想像が示されました。新水道ビジョンにおいて、地域水道ビジョン（水道事業ビジョン）については、水道の理想像を具現化するために自らが定め、その内容の実現に向けた取り組みを積極的に進めることが必要とされています。その一方で地域水道ビジョンの策定率は2013年12月現在54%にとどまっており、中小規模事業体を中心にいまだ策定されていない事業体が多くあるのが現状です。人口減少等により給水収益の伸びが期待できない現在の状況にあって、老朽施設の更新やダウンサイジングなど地域水道ビジョンを策定することにより、長期的な視点に立って安心・安全で持続可能な水道事業の確立を目指すことは喫緊の課題です。将来にわたり安定的な経営を目指し、公的管理を基本とした地域水道ビジョンの策定に向けて立案の段階から積極的に関わっていくことが必要です。

公共交通部門に関わる制度政策要求について

【要　求】

	

	１．「交通政策基本法」の制定、関連法の改正等にともない、地域自治体における街づくりに具体的な総合交通政策を盛り込むこと。

２．自治体で働く公営・公共交通労働者の労働条件の整備に取り組むこと。

３．公営・公共交通を「移動するための手段」として誰もが等しく受益できる公共サービスと位置づけ、地域住民のための整備・拡充をはかること。

４．公営・公共交通におけるバリアフリー化を促進し、高齢者や障がい者の移動の利便性をはかること。

５．バスや鉄軌道との接続のため、駐車場・駐輪場の整備といったパークアンドライドを推進すること。

６．安全・安心な交通のため、横断歩道や交通信号、バス停、点字パネルなどの整備・拡充をはかること。

	


【解　説】

〈１．交通政策基本法の制定と、地域公共交通の確保について〉

　2013年11月27日、参議院本会議で「交通政策基本法」が制定されました。この法案は、交通は国民生活の安定向上や国民経済の健全な発展に欠かすことができないものであるとし、公共交通に対する国や自治体の役割と責務が明記されました。また、付帯決議には民主党などの努力により、公共交通従事者の労働環境改善と人材育成などが盛り込まれました。また、基本法に基づき基本的方針や国が講ずべき施策を定める「交通政策基本計画」の策定も間近となっています。

　道内では、2000年の公共交通に対する規制緩和以降、鉄道においては2006年には「ふるさと銀河線」（池田～北見）が廃止をされ、乗合バス事業においても2013年3月で苫小牧市営バス事業が廃止され道内から市営バスが姿を消し、民間バス事業も経営状況の悪化により、事業の縮小や撤退が続いています。また、経営の効率化により労働環境は悪化し、公共交通の使命である「安全・安心」が保てない状況になってきています。

　今後、公共交通が衰退し、「交通空白地帯」が広がることは、地域の活性化に大きな影響を与えるだけではなく、高齢化の進行に伴い、通院・通学といった日常生活を支える交通手段の確保が、重要な課題となっています。

　交通政策基本法、交通政策基本計画の制定を契機に、また、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の改正によって、自治体が先頭に立って、持続可能な地域公共交通ネットワークを作り上げるための枠組みを構築することが求められていることから、地域の公共交通を「誰もが等しく受益できる公共サービス」として位置づけ、自治体の総合計画に盛り込み、地域の活性化をはかることが必要です。
〈２．バリアフリー化や施設の整備・拡充について〉

　誰もが安全・安心に交通を利用できるようにするためには、高齢者や障がい者に配慮した、段差の解消や歩道の拡幅・点字パネルの設置など、バリアフリー化とともに、横断歩道や交通信号の整備が必要です。特に、北海道の公共交通においては、鉄道車両やバス車両、バスターミナルなどのバリアフリー化が、全国平均を大きく下回っており、駅前広場や停留所と一体となった改善が求められます。

　都市部においては、交通渋滞の解消と環境負担を軽減するため、パークアンドライドやサイクルアンドライドの促進に向け、駐車場や駐輪場の整備促進が必要です。また、基幹交通である地下鉄や路面電車と郊外から乗り入れるバスなどとの連接をはかることなどのシームレス化の促進も求められます。
	

	【交通政策基本法・交通政策基本計画について】

※2013年11月27日、第185回臨時国会の参議院本会議において「交通政策基本法」が成立しました。この法案は、民主党政権時代に制定をめざしてきた「交通基本法」がベースとなっており、公共交通優先の社会実現に向けて大きく前進したものといえます。

　一方、民主党などが求めてきた、国民の移動する権利「移動権」が規定されておらず、不満の残るものであり、今後の関連法案の整備むけて、引き続き「移動権」の確立に向けた取り組みが必要となります。また、この法案の付帯決議には、民主党・社民党の主張により、「交通従事者の労働環境の改善、人材の育成・確保等への配慮」が盛り込まれました。

　また、「交通政策基本法」において、①交通に関する施策の基本的方針、②施策の目標、③政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策、④その他必要な事項を「交通政策基本法」に定めることとされています。次期社会資本整備重点計画と終期を揃える2015年度から2021年度の７年を計画期間とし、2020年東京オリンピック・パラリンピックを見据えた計画とすることとして閣議決定される見込みです。

	


	

	【パークアンドライド、サイクルアンドライドについて】

　パークアンドライドは、都市部や観光地などの交通渋滞の緩和のため、末端交通機関である自動車・原付・軽車両を郊外の公共交通機関乗降所（鉄道駅やバス停留所など）に設けた駐車場に停車させ、そこから鉄道や路線バスなどの公共交通機関に乗り換えて目的地に行く方法である。P&Rと略すこともある。また、自宅周辺に公共交通機関がない理由で自宅から駐車場付公共交通機関乗降所まで自動車・原付・軽車両を使い、そこから公共交通機関を利用する方法もこれにあてはまる。

（末端交通機関が自転車の場合はサイクルアンドライドともいう。）

　アメリカで普及したシステムで、このことで都心部の交通環境の悪化を防いでいるほか交通量自体が減少するため、渋滞の緩和だけではなく、排気ガスによる大気汚染の軽減、二酸化炭素排出量の削減といった効果も期待されている。

　また自家用車の発達した地方を中心にして、鉄道駅や高速バス停留所に近接して利用者用駐車場を設置し、利用者には無料での数日駐車を認めるサービスを行う例が増えている。この種のサービスも、パークアンドライドと称されおり、ＪＲ北海道が行う「パークアンドトレイン」がこれにあたる。
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